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〔自己点検・評価報告〕
関西大学法学研究所自己点検・評価報告書 (2001年度一2002年度）
公表にあたって（所長の意見）
法学研究所所長若田恭二
本研究所においては、従来から研究員全員が参加する総合研究会を通常年3回（年度によっては 2
回）開催し、その場において研究活動の全体と研究所運営のあり方について研究員全員が自由に討論
する機会を持ってきた。また対外的には、年 1回刊行される『研究所報』（本年度以降、『研究所報』
は『ノモス」に吸収合併される。）において、その年度の研究活動を含む研究所の事業全体について
の報告を行い、研究所のすべてを外部の研究者・実務家・一般市民の目にさらし、外からの評価を受
ける体制をととのえてきた。さらに、外部の有識者である研究所顧問 (2名）との間で年 1回懇談会
を持ち、研究所の活動全体について意見を交換し、それまでのあり方の見直しを行うとともに、今後
の方針を形成していくための助言を得ていたのである。
したがってこれまで本研究所の自己点検・評価をいわゆる報告書という形でまとめることはなかっ
た。このたび、関西大学の全学的自己点検・評価の進め方が変更されたことにともない、わが法学研
究所もこのような形で自己点検・評価報告書を作成・公表することとなった。しかし、これは上に述
べたような従来からの法学研究所の自己点検・評価のしくみに、新たに文書によるものがもう一つつ
け加えられたということであって、われわれとしてはもちろん従来からの自己点検・評価の諸方策を
今後も維持するつもりであるし、これまでとってきた点検・評価手段の有効性を信じて疑わない。
ただ、このような報告書にまとめられたものが、研究所全体の現状を見直し、将来の指針を得る上
で、もっとも役立つ資料であり、まず最初に参照されるべき文書となるのはあきらかである。そのよ
うな文書がここにはじめて作成されたことに、所長として大きな意義を見いだすとともに、この報告
書作成に多大の努力を払われた森本哲郎教授（委員長）をはじめとする研究所自己点検・評価委員会
のメンバーの方々に深く感謝したい。
本研究所の現状についての詳細は、以下の報告書本体にゆずって、ここでは所長の視点から、現時
点において研究所がかかえる問題のうち、強調されるべきと思われるものの二、三について、ごく簡
単なコメントを記しておきたいと思う。第一に、 2000年から始まった学術フロンティア推進事業「国
際金融革命と法」プロジェクトが、 5年の研究期間の終盤を迎えつつあり、この共同研究をどうまと
めるか、またプロジェクト終了後、どのような形でそれを受け継いだ活動を行うことが可能であるの
か、という問題がある。これは研究所の今後の活動の方向性を決定する上で重要な問題であり、所長
を中心にプロジェクトの中心的研究員や幹事の間での充分な議論の末に決定されるべきであろう。
「国際金融革命と法」という包括的テーマに含まれていた「金融・課税と法」や「情報革命と法」と
いうような個別テーマについて、今後研究所がどういう取り組みをするのか、早急な判断を下すこと
が求められている。
第二に、これからの大学の附置研究所における研究活動については、大学の資金以外に、外部資金
を導入すること、とくに法学研究所のようなケースでは、文部科学省からの補助金のような外部資金
を獲得することが強く求められている問題である。こうした状況に対して、われわれとしては、外部
社会のニーズや要請を敏感にキャッチし、そうした外部社会の求めに適切に応えられるような体制を
ととのえる必要があるであろう。具体的には、従来から研究所が採ってきた公募による共同研究班と
いう体制を見直し、研究所執行部を中心にした討議を通じて、社会的要請がどこにあるかを検討し、
それに対応しうる研究体制を柔軟に構築してゆくことが必要になるのではないだろうか。
第三に、研究所の将来を中長期的に展望するならば、関西大学法学研究所としてのアイデンティ
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ティを示し得るような、独自的で半恒常的な研究活動（たとえば「アジア法研究」というような）を
次第に築きあげてゆくことが必要となるのではないだろうか。これらが、現時点での本研究所に与え
られた課題と言えるであろう。少なくともここ二、三年の間に、こうした課題に対する答えが出され
ることを期待しつつ、法学研究所の現状に対する所長の見解をしめくくりたい。
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関西大学法学研究所 自己点検・評価報告書 (2001年度ー2002年度）
本報告書は、関西大学法学研究所自己点検・評価委員会が、 2001年度と2002年度の本研究所の活動
状況・運営のあり方を対象として行った点検・評価の結果をまとめたものであり、本研究所としては
最初の自己点検・評価報告書となる。
もとより、従来においても本研究所が自己点検・評価活動を行ってこなかったということではない。
これまでは、年3回開催される総合研究会において各研究班の活動報告がなされ、また研究所の運営
等について率直な意見交換が行われており、これが実質的な自己点検評価活動となっていたのである。
他方、全学レヴェルでは、関西大学自己点検・評価委員会（以下、全学自己点検・評価委員会）が
1995年度末に第 1回目の自己点検・評価報告書を刊行して以来、すでに4回の報告書を公にしており
（もっとも新しいものは、 1999年度ー2000年度を対象としたものである）、この中で法学研究所も比較
的詳細な点検・評価の対象となってきた。
今回、全学自己点検・評価委員会の報告書作成方針が従来とは大きく変わることになり、これを受
けて本研究所においても、正式に研究所としての自己点検・評価委員会を発足させて、自己点検・評
価活動の一層の充実をはかることにした。委員会は2003年4月1日に発足し、 2回の委員会開催の他
に、持ち回りでの意見交換を経て、本報告書を完成させることができた。全学の自己点検・評価委員
会の任期との関係で、第 1期の本委員会の任期は特例で 1年と短く、また初めての報告書ということ
で戸惑うことも多かったが、この報告書が法学研究所の活動・運営に寄与することを願うものである。
2003年7月
関西大学法学研究所自己点検・評価委員会
委員長：森本哲郎、副委員長：高森八四郎、委員：宇田川幸則、後藤元伸、滝川敏明、熊博毅
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[ 1 J研究所の理念・沿革と活動状況
(1) 理念と沿革
法学研究所は、社会環境の変化に伴って生じる「法の変動と新しい複合法領域の形成に対応して、
立法、司法、行政に関する学際的・国際的視野に立った」共同研究の推進を目指して1987年に設立さ
れた。学則第69条には、「立法、司法、行政に関する理論、政策及び実態を総合的に研究調査し、
もって市民の法生活の向上と法文化の発展に寄与することを目的とする」と規定されている。
2000年4月に、法学研究所は、文部省（現文部科学省）によって学術フロンティア推進事業拠点と
して選定された。これに伴って、法学研究所等施設として児島惟謙館の建設が進められ、 2001年3月
の竣工により、法学研究所は、これまでの岩崎記念館から新館に移転した。以下、 (2)~(4)では、学術
フロンティア事業を除いた法学研究所の活動状況等について記述し、学術フロンティア事業について
は、 (5)で詳述する。
(2) 活動状況
a)研究活動及び各種事業
研究所にはテーマごとに研究班が4班置かれているが、これら研究班は、所長に提出した「研究計
画書」に従って研究活動を行い、 1期2年間終了後 1年以内にかならず1冊の『研究叢書』を公刊す
ることになっており、このルールが守られてきている。各班の研究会は 1ヵ月に 1回開催を原則とし、
それぞれのテーマに対応して自主的に運営されている。
この通常の研究班に加えて、 2001年度~2002年度には特設の研究班として「児島惟謙手記研究会」
が置かれた。これは、本学創立者のひとりである児島惟謙の「大津事件」をめぐる手記原本が児島家
から法学研究所に寄託されたことにともない、これを精査し活字化するために設けられたものである
（これまでに活字化された「大津事件手記」は写本によるもの）。その成果は『児島惟謙大津事件手
記』として関西大学出版部から公刊された (2003年5月）。
研究所が主催する全体的な研究会には、総合研究会と特別研究会とがある。総合研究会は年3回開
催され、各研究班の研究の中間報告あるいは総括報告が行われるとともに、班別及び研究所全体の自
己点検・評価が行われる。特別研究会は年4回程度開催され、多くの場合、外国人研究者による報告
が行われてきた。
シンポジウムは、研究所主催で毎年それぞれ1ないし 2回開催され、各回ごとに全体テーマを設定
して、報告者2名、討論者2、3名で構成されている。
このような日常的な研究活動のほかに特別企画による行事も適宜催されており、 1991年に大津事件
判決100周年記念行事を、また1992年には「法とヨーロッパ統合」と題した国際シンポジウムを、1994
年には日本経済新聞社ほかの後援で国際シンポジウム「国際租税秩序の構築」を開催した。創立10周
年を迎えた1997年には、ヨルン・ケック駐日 EU大使（当時）を迎えた記念講演会と「研究所の役
割」をテーマとするシンポジウムを開催し、 2001年には、児島惟謙館の竣工を記念して中坊公平元日
弁連会長らを招いての記念講演会を開催している。また、本学の協定校である韓国の漢陽大学校と法
学研究所及び法学部の共催で1997年から開催している学術交流シンポジウムは、「高度情報通信技術
がもたらす制度改革」を全体テーマとして2001年に第3回目（本学開催分）を行った（偶数年は韓国
で開催）。
研究所は、さらに、社会に対して開かれた事業として、公開講座（年 2回2講演）と現代法セミ
ナー（年 2 回 4 報告）を開催している。前者は、市民• 学生を対象とするもので、後者は、ビジネス
マン・公務員・法曹・研究者などを対象とするものである。いずれも毎回多数の出席者があり、現在
ではいわば「固定客」を持つようになっている。
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b)研究成果の達成・公表・発信
各研究班の研究成果は研究期間 (2年）終了時点で「研究叢書』として発刊される。また、各研究
班の研究状況を報告する場として総合研究会が年3回開催され、現代法セミナー、公開講座、シンポ
ジウム、特別研究会ではしばしば研究員が報告者・講演者・討論者となっで情報発信し、それらの内
容は年 1回発行される『ノモス」に掲載されている。なお、この『ノモス」には、報告・講演内容の
みならず、質疑応答及び討論まで再現されており、関係方面から貴重な出版物として評価されてきた
が、同時に、この質疑応答記録を録音・速記録から学術的価値を持つものにまで再編集するためには
多大の労力を必要とすることも事実である。このような編集努力に値する収録範囲の精査など、『ノ
モス』の編集方針が現在再検討されており、また「研究所報』との調整も合わせて検討中である。
なお、これら研究所刊行物の頒布については、従来贈呈を原則としてきたが、一般の研究者・実務
家など広範な読者の利用に供することが適当と判断されたものに関しては、関西大学出版部を通して
市販する旨の取り決めが研究所と出版部の間に結ばれた (2002年度）。先にあげた『児島惟謙大津事
件手記』はこれにもとづき、関西大学出版部から刊行されたものである。
2001年度と2002年度の研究所刊行物は以下のとおりである。
『ノモス』 第12号 (2001年度）「多様化する法人」（シンポジウム）、「外形標準課税を考える」
（現代法セミナー）、「21世紀への司法改革」（公開講座）他
第13号 (2002年度）「高度情報通信技術がもたらす制度改革」（漢陽大學校法科大
學•関西大学法学部・関西大学法学研究所 国際交流シンポジ
ウム）、「加藤法哲学の現代的射程」（シンポジウム）、「金融
ビッグバンを点検する」（現代法セミナー）他
「研究叢書』 第23冊 (2001年度）『成年後見から権利擁護へ』
第24冊 (2001年度）『アジア法文化と国民国家一固有法と移入法の相克と共生』
第25冊 (2001年度）『OECDモデル租税条約における若干の問題』
第26冊 (2001年度）「東アジアにおける政府と企業』
『研究所報』 第14号 (2001年度）研究所の2000年度活動概要の記録
第15号 (2002年度）研究所の2001年度活動概要の記録
表 1 研究班の編成／活動と成果
年 度 1999 2000 2001 2002 
OECD租税研究班 5名 ⇒」
成年後見制度研究班 7名 ⇒」
悶
現代東アジア政治研究班 5名 4名」
アジア法文化研究班 5名 ⇒ 5名 ⇒」
マンション法研究班 5名 ⇒ 
大都市圏選挙研究班 5名 ⇒ 
外交法務研究班 5名 ⇒」
班 研 究 会 5~12回 5-9回 3~6 回 2-4回
シ ン ポ ジ ウ ム 2回6報告 2回4報告 2回4報告 1回2報告
特 別 研 究 会 4回4報告 4回4報告 4回5報告 3回3報告
i 
総 ムロ 研 グ九 ム云 3回14報告 3回14報告 3回4報告 3回5報告
国際シンポジウム 1回8報告 1回13報告 1回3報告
公 開 講 座 2回2報告 2回2報告 2回2報告 2回2報告
現代法セミナー 2回6報告 2回6報告 2回4報告 2回3報告
研 究 叢 書 4点 • 一 4点
ノ モ ス 38名369頁 82名444頁 43名363頁 65名508頁
研 究 所 報 37名64頁 40名57頁 39名65頁 49名58頁
その他の刊行物 ""' 
（注 1)⇒は継続を表し、⇒」はその年度での終了を表す。
（注2)上記の他、「法工連携公開講演会」 (1回6報告）を先端科学技術推進機構と共催 (2002年度）。
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(3) 学内の共同研究及び教育活動に果たしている役割
a)学内の共同研究で果たしている役割
これまでの10年以上にわたる歴代の研究班には、法学部だけではなく全学部の教員が参加し、共同
研究を推進してきた。 2002年度の4研究班について言えば、次表の通りである。
表2 研究員の所属学部等 (2002年度）
研 究 班 法学部 他学部 学外 合計
アジア法文化研究班 2名 2名（エ、商） 1名 5名
マンション法研究班 2名 1名（エ） 2名 5名
大都市圏選挙研究班 2名 1名（総情） 2名 5名
外交法務研究班 2名 0名 3名 5名
また、法学研究所主催のシンポジウムや現代法セミナーに研究員ではない他学部の教員が討論者等
の形で参加することは従来から見られたが、 2002年度には初めての試みとして、法学研究所と先端科
学技術推進機構の共催で、関西大学法エ連携公開講演会「知的財産セミナー」が開催された。法学部、
工学部の教員、特許庁技術調査課長、大阪TLOコーデイネーター、知的財産管理アドバイザーによ
る講演・報告・討論を中心として、もっともアクチュアルな課題に対する総合的なセミナーであった。
学外からの関心も高く、多くの参加者を集めて成功裏に終わった。今後の法学研究所のひとつの活動
方向を示唆していると考えられる。
b)学内の教育活動に果たしている役割
制度化されたものとしては、従来から博士後期課程在籍院生の「研究者としての自覚を促し、関西
大学における学問研究の充実に資するため」（『大学院博士課程学生を法学研究所の共同研究に参加さ
せることに関する覚え書』）、「研究所委託学生」として研究班に受け入れるという制度があったが、
2002年度から名称を「準研究員」とし、「研究者」養成という役割をより明確化させている。これま
で、「研究所委託学生」「準研究員」として実際に研究班に参加した院生の数はそれほど多くないが、
大学院教育の充実という立場から言えば、この制度の積極的活用が望まれる。なお、学術フロンティ
ア事業では、リサーチアシスタント (RA)制度が置かれているが、 RAに採用された院生に対する
教育効果はかなり大きく、関連分野で課程博士論文を完成させるという成果もすでに複数出ている。
フロンティア事業の期間終了後、この成果をどのように継承していくかが、今後の検討課題となろう。
大学院教育との連携という点では、「研究所の研究成果を大学院教育に還元するため」に経済・政
治研究所が、博士課程前期課程の院生を対象とした、研究所の研究成果を還元する講義開講という提
言を行っているが (2001年度末）、法学研究所においても同様の計画が検討されている。大学院教育
の充実という点から、早急に具体化されることが望まれる。
以上のほか、従来から、研究所所蔵の資料・図書は院生・学生の利用に供されてきており、また研
究所主催の公開講座・現代法セミナーには学生・院生が、シンポジウム• 特別研究会には院生が積極
的に参加してきていることは、言うまでもない。
(4) 学外との研究交流／国際交流／外部資金の導入・受託研究／社会への貢献
a)学外との研究交流
法学研究所は、個別研究班の構成において学外の研究者を積極的に受け入れている (2002年度は 8
名）だけでなく、シンポジウム、現代法セミナー及び特別研究会においても学外（外国人を含む）と
の研究交流に力を入れてきており、関西における法学・政治学系の学術交流センターとしての地位を
確立するに至っている。
b)国際交流
国際交流について見れば、特別研究会等の機会を利用して海外の研究者を招き学術交流が行われて
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いる。また、「学術フロンティア事業」の項でも述べるように、かなり大規模な国際シンポジウムを
開催し、海外の著名な研究者を招いて活発な国際学術交流を行っている。さらに、「関西大学外国人
招へい研究者規程」や本学と外国の協定校との間で締結されている「交流協定」に基づいて、ほぽ毎
年、外国からの研究者を受け入れ、その滞在期間中、活発な研究交流を行っている。
C)外部資金の導入・受託研究
学術フロンティア事業は別として、また国際シンポジウム開催に際して外部から協賛金等を獲得す
る努力はなされているが、研究所プロパーの活動に対する外部資金の導入や受託研究は、学問分野の
性質とも関連して、従来、法学研究所ではその例はみられなかった。これに対して、『全学自己点検
評価報告書』Vol.4 (1999-2000年度）は、「昨今の、コーポレート・ガバナンスが重視され、あるい
は企業法務部を拡充されつつある状況に鑑みれば、企業からの受託研究の需要は十分考えられるとこ
ろであり、これを積極的に推進するような体制の整備が望まれる」と提言しているが、前節で紹介し
たような「知的財産権」問題などは、そのようなテーマのひとつであろう。さらに、企業のみならず、
地方自治体との共同研究や受託研究なども自治体財政の逼迫などの諸困難があるとはいえ、地方分権
の推進という流れの中で、潜在需要は大きいと思われる。次項で述べる「社会への貢献」の一部でも
あり、積極的に推進する体制の整備が望まれる。とりわけ、受託研究や共同研究が所期の成果を達成
するためには、これら研究の中心となる研究員の当該研究への専念が必要となろう。このような点か
らも、研究所研究員となった本学専任教員の教育面また行政面での負担を軽減し、研究所での研究活
動に力を注げる制度作りが急務である。
d)社会への貢献
先にも述べたように、研究所開設以来、公開講座と現代法セミナーを継続して開催している。毎回
多数の出席者があって、好評である。同時に、このような不特定多数の一般市民をも対象とした「啓
蒙主義的」社会貢献とあわせて、前項で述べたような、より特定化された形の社会的貢献の推進もや
はり望まれる。
(5) 学術フロンティア事業
a)現状
金融・通貨・商取引などの諸領域において電子情報技術や金融工学と結びついた革命的な変化がも
たらされている。この変化を総合的に検討するため法学研究所は、「国際金融革命と法」をテーマと
する構想調書を文部省に提出した。文部省公募の2000年度私立大学学術フロンティア推進事業に応募
するためである。この構想を文部省が採用したので、法学研究所は学術フロンティア推進拠点に選定
された。これを受けて本研究所は、 2000年度から2004年度までの 5年間を期限とする共同研究プロ
ジェクト「国際金融革命と法」を開始し、実施してきている。
本研究プロジェクトは4つの研究班からなり、下表のように構成されている。
表3 学術フロンティアの研究班
研究班 研究テーマ 研究員数
金融法学
金融持株会社をめぐる法規制、商事信託をめぐる法規制、金融取引の法ルー
7名
ルに関する研究。
金融 金融・証券市場に関する総合的実証研究 7名
国際課税
金融資産の証券化に関する課税問題、金融取引を中心とするタックス・シェ
7名
ルター、グローバル・トレーデイングと電子商取引の課税問題に関する研究
国際資本移動・
国際資本移動及び電子商取引に関する理論的・実証的研究 9名
電子商取引
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これら 4研究班は年に 3-5回研究会を開催し、毎年2月には4研究班全員による合同研究会を開
催してきている。また毎年度終わりには、フロンティアの各研究班がそれぞれ 1冊の報告書をとりま
とめ、法学研究所より刊行してきている。
学術フロンティア研究班はさらに、「国際金融革命と法」をテーマとする国際シンポジウムを積極
的に開催し、学外の研究者、市民にも公開してきている。 2001年度と2002年度においては 2つの国際
シンポジウムを開催した。
表4 学術フロンティアの国際シンポジウム
開催日 テーマ・報告者等 会場
『金融取引と国際課税』
2001. 1. 24~25 報告者：中里実（東京大学）、 A.J. レードラー（ハンブルク大 尚文館1階
学）等13名。 マルチメデイア大教室
司会者：村井正（研究員・法学部教授）
『証券取引規制の課題と日本法の転換』
報告者： J. セリグマン（ワシントン大学）
尚文館1階
2002. 5. 22 J. ヘイリー（ワシントン大学）
龍田節（同志社大学）
マルチメデイア大教室
司会者：滝川敏明（研究員・法学部教授）
b)点検・評価
本フロンティア事業は、 5年間の時限プロジェクトであるので、毎年成果を挙げると共に、 2004年
度の最終年度には、 5年間の研究の結実をとりまとめる必要がある。 2001年度と2002年度においては、
各研究班が着実に研究成果を積み重ね、公表してきている。「国際金融革命と法」研究には、国内だ
けでなく外国の研究者との交流が不可欠なので、両年度に各 lつの国際シンポジウムを開催したこと
は特に評価できる。
これと関連することだが、 2002年度に文部科学省の「私立大学研究高度化推進委員会」によって本
事業の研究進捗状況に対する中間評価が行われた。 2名の委員による評価結果（総合所見ーABCの
3段階評価）は、 [A][A]であり、本事業における研究が着実に進んでいることが認められたと言
える。
C)長所と問題点
本フロンティア事業は、研究班を 4つ設けることにより、プロジェクトテーマについて多方面から
取り紐むことに成功している。「国際金融革命と法」のテーマであるにもかかわらず、経済学・商学
を中心とする研究班が4つの研究班の中 2つを占めている。金融問題については、狭い法学だけから
の取り組みではなく、社会科学を総合する取り組みが必要なので、この方式に問題はないと考えられ
る。この方式において取り組まなければならない課題は、法学を中心とする 2つの研究班と経済学・
商学を中心とする 2つの研究班の研究を統合する統一的成果を最終年度に向けて結実していくことで
ある。
d)将来に向けた方策
2003年度と2004年度においては、 2004年度末のプロジェクト期限に向けて、研究の密度をさらに高
めていくと共に、先に挙げた「私立大学研究高度化推進委員会」による「中間評価」でも要望されて
いたように、「国際金融革命と法」のテーマに各研究班の研究成果を集約していくことが望まれる。
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[ 2]研究所の運営
(1) 運営組織・運営方法
法学研究所には従来から、所長を補佐するため、研究班には属さない幹事 (3名）の制度が設けら
れている。研究所の運営については、日常的な業務は所長と幹事によって構成される幹事会で所管し、
研究計画の策定や研究班の構成、及びシンポジウム・現代法セミナー等の開催など研究所の運営に関
する事項は幹事会メンバーに研究班の主幹を加えた運営委員会に付議される。また、次期所長の選出、
研究所規程の改正などの基本的事項は、研究員全員によって構成される研究委員会の審議事項となっ
ている。その役割分担はかなり機能的に配分されているといえよう。
また、法学研究所には独立の事務室が設置され、事務職員が研究所の業務に従事し、共同研究をサ
ポートしている。さらに、研究所運営に広く学外からの意見を反映させるため、 1998年度から顧問制
度が設けられている（現在、学外有識者2名）。なお、「開かれた運営という視点からは、法律学、政
治学を専攻する本学教員とされている幹事に、法律学・政治学以外の専攻者を加えるといった工夫が
望まれる」という意見が『全学自己点検評価報告書」Vol.4に見られるが、他の研究所のあり方、本学
の研究・教育体制における研究所の位置付けと関わる問題であり、直ちに結論を出すのではなく、長
期的な視点で慎重に検討すべき課題であろう。
(2) 研究員の資格・募集方法と構成
当初は、 3研究班体制 (1研究班当りの研究員は 5名程度）であったが、 1993年度より 4研究班体
制に拡充された。研究期間は 1期2年であるが、多くの場合、 2期4年で研究班の交代が行われる。
新しい研究テーマと研究員は全学から公募され、提出された研究計画書に基づいて運営委員会におい
て決定される。研究員の資格に関する明文の定めはない。
研究員の構成について、『全学自己点検評価報告書』 Vol.4はとくに委嘱研究員（学外からの研究
員）の割合に言及し、法学研究所と人権問題研究室がそれぞれ43%、33%(2000年度）と、他の研究
所 (14-20%)に比べてかなり高くなっていることを指摘したあと、「学外研究者との活発な共同研
究それ自体は積極的に進められるべきであるが、科学研究費等の外部資金とは異なり、大学の付置研
究所として大学予算によって運営されている研究所（室）としての性格上、一定割合以上は本学専任
教員が研究員となっていることが望ましい」と論評を加えている。法学研究所の2002年度におけるこ
の割合は40%で同様に推移している (2003年度は48%でさらに増えている）。しかしながら、他方で、
少なくとも関西における研究交流センターとしての位置付けを重視するのであれば、委嘱研究員の割
合をアプリオリに一律に制限することが望ましいかどうかは、検討を要するところである。とりわけ、
当該分野を研究する専任教員が学内にはごく少ないというような場合は、そうであろう。
最後に、他の研究所も同様だが、「本学に所属する研究員はすべて教育職兼任であり、［研究員の任
期中に］在外研究員や国内研究員・研修員となったものが研究所に所属して研究に従事する例はみら
れるものの、専任の研究員がいないとの従来からの指摘に対する適切な解決策が講じられていない」
と『全学自己点検評価報告書』Vol.4は正しくも指摘したあと、「研究の活発化と外部へのアピールを
図るために、実績のある研究者を専任研究員として迎えることなども視野に入れて検討されるべきで
ある」との提言をしている。先にも述べたことだが、さしあたり、早急に実現されるべきことは、研
究所研究員となった本学専任教員の教育面また行政面での負担をできるだけ軽減し、研究所での研究
活動に力を注げる（可能であれば専念できる）体制を整備することであろう。
(3) 予算配分
法学研究所が2002年度に執行した研究費（決算額。以下同じ）は、 2965万9千円である。そのうち
1536万1千円は学術フロンティア分であり、これを除いた研究所プロパー分は1429万8千円（このう
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ち、研究班の分は341万7千円）であった。なお、研究所プロパーの研究費についてみれば、2001年度
は2033万3千円（うち研究班は495万l千円）、2000年度は1750万円（うち研究班は549万8千円）だっ
た。ここからも見て取れるように、研究班に配分される研究費は年々抑制される傾向にあるようだ。
（ただし、 2003年度の研究班予算額は517万l千円で、前年度よりも増額されている。）
研究班によっては、その研究の性質上、フィールドワークや学外の研究機関に出向いての調査研究
も欠かせないが、「それに伴う出張費や研究調査費が大学の予算削減策のため削られつつある。資料
を利用するため出向くことが無理であれば、マイクロフィルム等が必要であるのに、こうした予算も
一律に削減されていることは遺憾であり、重点的配分が望まれる」と『全学自己点検評価報告書』Vol.
4はつとに指摘していた。確かに、予算査定は、出張旅費などの「直ちには形に残らないもの」を中
心に、一層厳しくなっているようである。しかしながら、同『報告書』が続けて言うように「学術フ
ロンティア・センターなどのプロジェクト型の研究費比率が次第に高くなってきている状況に鑑みれ
ば、研究所（室）の側でもこうした外部資金を獲得する努力が不可欠」というのは、その通りである。
各研究班においても、必要に応じて、文部科学省科学研究費や民間財団からの研究費を獲得する努力
がより一層なされることが望まれる。
(4) 広報活動
法学研究所では、研究所の沿革・理念、研究活動とその成果、所蔵コレクションなどを紹介した小
冊子 (A4判、 15頁程度）を日本語版と英語版で定期的に刊行している。さらに、ホームページを開
設し、研究所の最新の活動案内を行っている。また公開講座、現代法セミナーといった一般市民も対
象とした行事については、全国紙（大阪本社版）等での案内も行っている。
厳密な効果の程は事の性質上測定しがたいが、これら公開講座や現代法セミナー、またシンポジウ
ム、特別研究会には、このような広報で開催を知ったと思われる一般市民、実務家、学外の研究者が
多数参加してきている。また、広報活動を通して研究班の活動内容を知った学外者から例えば原稿依
頼やインタビューの依頼を受けることも珍しくなく、広報活動の効用は大きいと言うべきであろう。
(5) 自己点検・評価活動
法学研究所では、従来、年3回開催される総合研究会において各研究班の活動報告がなされるとと
もに、研究所全体の活動・運営等について率直な意見交換が行われており、これが実質的な自己点
検・評価活動となっていた。この方式で特に支障があったわけではないが、自己点検・評価活動を更
に充実させるべく、 2003年4月1日より公式の自己点検・評価委員会が設けられ、その点検・評価の
結果が報告書の形で公表されることになった。
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